
 

【技術分類】２－２ 安全のための制御 

      ２－２－１ 複数クレーンの干渉防止 
【 ＦＩ 】B66C13/22@L,B66C15/04@B 

【技術名称】２－２－１－１ 複数天井クレーンの連動運転制御 

【クレーン種別】１－１ トロリ式天井クレーン 

 

【技術内容】 

2 台の天井クレーンを連動するように改造し、一人の作業員で鉄道車両や構成部品など長尺物の共

吊り運搬ができるようにした。2 台のクレーン間の距離を任意に設定でき、1 つのコントローラで 2

台のクレーンを操作できるようにした。 

両クレーンに光伝送装置を利用する共用の制御装置を設置した。図 1に無線通信方式を示す。また、

No.2 無線機の付加機能ボタンを図 2 に示す。連動運転時には No.2 無線機のボタンを単独から連動に

切替えることにより、No.2 無線機で連動運転が行える。距離計測器と反射板を設置し、レーザ光の往

復時間から距離を計測することによりクレーン間の距離を一定に保つように制御した。クレーン間距

離は最大 40m とし、計測回数は 1／16 秒に 1 回とした。 

2 台のクレーンの走行速度が異なり運転開始時のクレーン間距離との差が 300mm 以上となった場合

に、運転方向に基づき片側のクレーンを減速させることにより距離の誤差修正を行う設定とした。図

3 に誤差修正時のクレーンの動きを示す。 

 

【図】 

図 1 無線通信方式 

 

出典：「長尺物共づり運搬作業におけるクレーン連動化改造による安全性の向上」、「クレーン 41 巻 

8 号 22 頁」、「2003 年 8 月」、「香山忠裕（川崎重工業株式会社）著」、「日本クレーン協会発行」 
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図 2 No.2 無線機の付加機能ボタン 

 

出典：「長尺物共づり運搬作業におけるクレーン連動化改造による安全性の向上」、「クレーン 41 巻 

8 号 23 頁」、「2003 年 8 月」、「香山忠裕（川崎重工業株式会社）著」、「日本クレーン協会発行」 

 

図 3 クレーン間距離の修正 

 

出典：「長尺物共づり運搬作業におけるクレーン連動化改造による安全性の向上」、「クレーン 41 巻 

8 号 25 頁」、「2003 年 8 月」、「香山忠裕（川崎重工業株式会社）著」、「日本クレーン協会発行」 

 

【出典／参考資料】 

「クレーン 41 巻 8 号 21－26 頁」、「2003 年 8 月」、「香山忠裕（川崎重工業株式会社）著」、「日

本クレーン協会発行」 
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【技術分類】２－２－１ 複数クレーンの干渉防止 

【 ＦＩ 】B66C15/04@H,B66C15/04@C 

【技術名称】２－２－１－２ 天井クレーンの演算制御による衝突防止装置 

【クレーン種別】１－１ トロリ式天井クレーン 

 

【技術内容】 

天井クレーンの衝突防止には、大別して「超音波式」、「光電スイッチ式」、「リミットスイッチ式」、

およびロータリーエンコーダを利用した「演算制御式」等がある。 

超音波式と光電スイッチ式では、図 1 のごとく、相互のクレーンに送信機と受信機を設け、対向の

クレーンの距離が設定値（一般的に 4～20m の範囲）以下に接近した場合にクレーンを自動停止させた

り近接警報を発したりする。 

演算制御式は、同一建屋内の上段と下段にクレーンが配置された場合に上段クレーン（主天井クレー

ン）のフックが下段クレーン（補天井クレーン）に衝突するのを防止するために採用している。演算

制御式の構成を図 2 に示す。上段のクレーンが空荷でフックが上限位置にあるときのみ上下クレーン

が自由に交叉できるように設定している。相互のクレーン位置をロータリーエンコ－ダを用いて車輪

回転数から検出し、上段クレーンのフック位置は上限リミットスイッチで、吊荷の有無はロードセル

で検出する。地上局においてクレーン相互間の距離およびフック状態をシーケンサで演算し、停止指

令などを光で伝送して衝突を防止する。 

 

【図】 

図 1 超音波式・光電スイッチ式による衝突防止 

 

出典：「天井クレーンの安全装置の動向について」、「実務展望 NO.162 13 頁」、「1994 年 11 月」、「高

松馨（石川島輸送機株式会社）著」、「ボイラ・クレーン安全協会発行」 
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図 2 演算制御式による衝突防止 

 

出典：「天井クレーンの安全装置の動向について」、「実務展望 NO.162 13 頁」、「1994 年 11 月」、「高

松馨（石川島輸送機株式会社）著」、「ボイラ・クレーン安全協会発行」 

 

【出典／参考資料】 

「実務展望 NO.162 11－16 頁」、「1994 年 11 月」、「高松馨（石川島輸送機株式会社）著」、「ボイ

ラ・クレーン安全協会発行」 
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【技術分類】２－２－１ 複数クレーンの干渉防止 

【 ＦＩ 】B66C15/06,B66C15/04@B 

【技術名称】２－２－１－３ 厚板倉庫クレーンの運行管理システムによる干渉防止 

【クレーン種別】１－１ トロリ式天井クレーン 

 

【技術内容】 

厚鋼板（厚板）倉庫クレーンの運行管理システムを開発し、複数台自動クレーンによる厚板の吊り

選別作業の無人化を実現した。 

無人化を実現するため、次の対策を実施した。 

1） 最適作業命令システム 

適合度、集中度、干渉度を定義し、これらから成る評価関数に基づき優先クレーンを決定する効率

的な運行管理システムを構築した。 

干渉度は発行する命令と既発行の命令の干渉を未然に防止するための評価基準として導入した。図

1、図 2 に干渉度と干渉状態係数の一例を示す。作業開始位置同士の干渉距離（F1、F2）、終了位置同

士の干渉距離（T1、T2）、開始（または終了）位置と相手側の終了（または開始）位置の 4つの干渉距

離、および干渉状態の重みによって干渉度を計算する。干渉距離が大きくかつ干渉状態が深いほど干

渉度は高くなる。実際には計算負荷を考慮しより簡易的な評価関数法を用いた。 

巻き、走行、横行の 3軸同時駆動制御の概要図を図 3 に示す。通過山群を避け作業起点から終点に

至るまでの搬送時間最小となるルートをオンラインで計算し、3 軸同時駆動により作業時間の短縮を

図った。 

2） 倉庫内安全対策 

自動クレーン運転中の倉庫に作業員が誤って入棟するのを防止するため、倉庫全域を安全柵で囲い、

異常進入検知装置（入退センサ、ITV）と警報装置を倉庫内に全域に設置した。図 4 に対象倉庫内の安

全対策を示す。 

3） クレーンの衝突防止 

各クレーンに無線式位置伝送装置を搭載し、各クレーンの位置の認識を行い、またレーザ式近接セ

ンサを各クレーンに設置することにより異常接近時の緊急停止機能を装備することによりクレーンの

衝突を回避する安全対策を施した。 
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【図】 

 図 1 干渉度例 

 

出典：「厚板倉庫自動クレーンの開発」、「新日鉄技報 No.365 24 頁」、「1997 年 11 月」、「河野信博、

大石清、中野鉄也、是久悦次郎、東征治、中目政孝、山野寺敬（新日本製鉄株式会社）著」、「新日本

製鐵株式会社発行」 

 

 図 2 干渉状態係数の一覧（No.1 と No.2 クレーンの例） 

 

出典：「厚板倉庫自動クレーンの開発」、「新日鉄技報 No.365 24 頁」、「1997 年 11 月」、「河野信博、

大石清、中野鉄也、是久悦次郎、東征治、中目政孝、山野寺敬（新日本製鉄株式会社）著」、「新日本

製鐵株式会社発行」、 
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 図 3 3 軸同時駆動制御 

 

出典：「厚板倉庫自動クレーンの開発」、「新日鉄技報 No.365 25 頁」、「1997 年 11 月」、「河野信博、

大石清、中野鉄也、是久悦次郎、東征治、中目政孝、山野寺敬（新日本製鉄株式会社）著」、「新日本

製鐵株式会社発行」 

 

 図 4 自動倉庫安全装置配置図 

 

出典：「厚板倉庫自動クレーンの開発」、「新日鉄技報 No.365 25 頁」、「1997 年 11 月」、「河野信博、

大石清、中野鉄也、是久悦次郎、東征治、中目政孝、山野寺敬（新日本製鉄株式会社）著」、「新日本

製鐵株式会社発行」 

 

【出典／参考資料】 

「新日鉄技報 No.365 18－25 頁」、「1997 年 11 月」、「河野信博、大石清、中野鉄也、是久悦次郎、

東征治、中目政孝、山野寺敬（新日本製鉄株式会社）著」、「新日本製鐵株式会社発行」 
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【技術分類】２－２－１ 複数クレーンの干渉防止 

【 ＦＩ 】B66C23/88@E、B66C15/04@J 

【技術名称】２－２－１－４ タワークレーン相互の衝突防止 

【クレーン種別】１－４ クライミング式クレーン、タワークレーン 

 

【技術内容】 

ビル建築用のクライミングクレーン、タワークレーン同士の衝突防止対策を紹介する。複数台のク

レーンを設置した場合、隣接するクレーンは互いに作業半径が重なるためジブ同士の干渉が不可避で

ある。隣接クレーンや固定障害物との衝突を防止し安全を確保するため、作業範囲規制装置、衝突防

止装置などを備えるものが多くなった。 

最近では、既存の作業範囲規制装置を利用し、無線機と衝突防止装置を追加することのできる複合

型の衝突防止装置がある。本衝突防止方式の概要と特長を図 1 に、装置の機器構成を図 2に示す。衝

突監視対象の AB 共有工区において、自クレーンと隣接クレーンとの関係を自クレーンにて計算し、衝

突防止処置を行うシステムである。 

衝突防止装置は従来、比較的高価格であったが、既存品の流用や無線機の利用により運用が容易に

なっている。 

 

【図】 

図 1 衝突防止方式の概要と特長 

 

出典：「タワークレーンの安全対策＝タワークレーンの安全性の向上のための対策について＝」、「建設

機械 VOL.35 No.8 49 頁」、「1998 年 8 月」、「田中正吉（石川島運搬機械株式会社）著」、「日本工業

出版／建設機械編集委員会発行」 
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図 2 無線通信式衝突防止機器構成 

 
出典：「タワークレーンの安全対策＝タワークレーンの安全性の向上のための対策について＝」、「建設

機械 VOL.35 No.8 49 頁」、「1998 年 8 月」、「田中正吉（石川島運搬機械株式会社）著」、「日本工業

出版／建設機械編集委員会発行」 

 

【出典／参考資料】 

「建設機械 VOL.35 No.8 48－51頁」、「1998年8月」、「田中正吉（石川島運搬機械株式会社）著」、

「日本工業出版／建設機械編集委員会発行」 
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